

































精緻に定量化し分析することが必須である．そこで本論文では LCA(Life Cycle Assessment)






















































し，提案法，延長表，簡易表の 3方法による 2005年推計値とを比較した結果，K との相対誤
差率は昇順に延長表，提案法，簡易表となった.更に推計の際，エネルギーバランス表がない
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[O'Neill  2001]と呼ばれる国家群が台頭し始めたが，BRICS は人口，面積，地下
資源といった面から見ると，かつてのアジア NIEs とは比較にならないポテンシャルを









                                                   
1 マサチューセッツ工科大学: Massachusetts Institute of Technology 
2 Newly Industrializing Countries：アジア NIEs は韓国，台湾，香港，シンガポールを指す． 
3ブラジル (Brazil)， ロシア (Russia)， インド (India)， 中国 (China) ，南アフリカ共和国 (South Africa)の頭文字
を合わせた五カ国の総称． 
4 Group of Seven．アメリカ合衆国，イギリス，イタリア，カナダ，ドイツ，フランス，日本． 
12 
識の乖離を内包しつつも世界的な取組みが行われている． 
地球温暖化に関しては，1992 年 6 月ブラジル・リオデジャネイロの地球サミットで
の気候変動枠組条約5締結を本格的な起点として[WCED 1987]，先進国では，代表的な
温室効果ガスである CO2 の排出量削減に向けた一層の努力が求められていた．1997 年



















的なものである」[IPCC 2007a] というものであった．世界 130 カ国から参加した専門家







                                                   
5 気候変動に関する国際連合枠組条約：United Nations Framework Convention on Climate Change 
6気候変動枠組条約第 3 回締約国会議：Third Session of the Conference of the Parties［略］COP3 
7気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書: Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on 
Climate Change 
8気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書: Kyoto Protocol to the United Nations Framework Convention on 
Climate Change 
9 IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change 
13 
IPCC 第 4 次評価報告書において，本論文の学術的基盤であり次節にて詳しく述べる




のライフサイクル CO2 比較分析を挙げることができる[IPCC 2007c]． 
IPCC 第 5 次評価報告書は本稿執筆時点(2013 年 12 月)において，まだ全体は明らかに






 1997 年に京都で開催された COP3 では，先進国の温室効果ガス排出量削減の具体的
な数値目標などが議定書により定められた．この京都議定書により 1998 年から 2012 年
の間に，温室効果ガスを先進国全体で基準年(1990 年)の排出量より少なくとも 5%削減
することが国際的な取り決めとなった．議長国である日本には基準年比で 6%削減が課
せられた[UNITED NATIONS 1998]．  
 日本の削減目標の最新の情勢について，環境省の資料から以下に要点を引用する[環
境省 2013c]． 




























レジット[環境省 2013b]を加味することにより，京都議定書第一約束期間の 4 カ年平均



























ると第一次石油危機時(1973 年)と 2010 年度の比較では，産業部門が 0.9 倍，民生部門
が 2.5 倍(家庭部門 2.2 倍，業務部門 2.8 倍)，運輸部門が 1.9 倍となっている[経済産業
省 2012]．この間の GDP の伸びは 2.4 倍であり，経済成長とエネルギー消費がほぼ符合
していることが分かる．日本経済の低迷に呼応して，2008 年～2009 年の最終エネルギ





省 2012]．図 1-2 に日本の最終エネルギー消費と実質 GDP の推移を示す． 
一方で人口の面からエネルギー消費を見た場合，国立社会保障・人口問題研究所 よ










図 1-2 最終エネルギー消費と実質 GDP の推移(エネルギー白書 2012 から筆者作成) 
 
電気事業連合会資料によると販売電力量では，1990年度が 6.5tWh，1995年度が 8.1tWh，
2000 年度が 8.3 tWh，2005 年度が 8.8 tWh，2010 年度が 9.0 tWh と増加基調にある．全
エネルギーにおける電力の比率(電力化率12)も 1990 年度が 39.8%，1995 年度が 40.8%，
2000 年度が 41.7%，2005 年度が 42.6%と，着実に増加しており，2010 年度に至っては
44.9%と約 45%を占めるに至っている[FEPC2012a]． 
電力の安定供給については，1973 年の第一次石油危機以降，脱石油，エネルギー供






























年度の電源別発電電力量では原子力 28.6%，石炭 25.0%，LNG ガス 29.3%，石油等 7.5%，
水力 8.5%，地熱および新エネルギーが 1.1%であり，原子力発電により電力の約 3 割が
生産されていた[FEPC2012b] ． 
  
図 1-3 日本の電力化率の推移(電気事業連合会資料から筆者作成) 
 














































































経済成長率の関係を kaya indentity(茅恒等式)により明確化した[kaya1989][茅 2009].以下，




    




   
                                    
 
     式より CO2 排出増加率( CO2)は次式により導かれる．なお は平均変化率，C は
CO2，G は GDP を表す． 






                                    
























茅ら[茅 2009]は，1980 年度から 2005 年度に亘る過去の先進諸国の上記三要素を定量




         
 
 
                                  
     式で表される状況が継続する場合，前述の     式は次式のようになる． 
    
 
 
                                     
 
     式の両辺は通常，負値と考えられるため，マイナスを乗じてプラスに変換すると次
式となる． 
18 
      
 
 
                                    












メント(Life Cycle Assessment: LCA)は，財やサービスの生涯(揺り篭から墓場まで)に亘る
環境負荷を定量化し，影響を評価する科学的診断法であり，環境を対象とする研究の基
礎として欠くことができない方法である．LCA は ISO1314040 シリーズとして規格化さ
れており環境関連の分野はもとより，エネルギー技術の諸量の分析にも広範に活用され
ている．LCA には(1)目的と範囲の設定，(2)インベントリ分析，(3)影響評価，(4)解釈の
4 段階がある．図 1-5 に ISO14040 による LCA の枠組みを示す[伊坪 2007]． 
(1)「目的と範囲の設定」(Goal and scope definition)では，実施しようとする LCA の目的












図 1-5 LCA の枠組み(「LCA 概論」より筆者作成) 
                                                   
13国際標準化機構:International Organization for Standardization 














Goal and scope definition 
 
(2)インベントリ分析(LCI) 
Life Cycle Inventory Analysis 
 
 (3)影響評価(LCIA) 













は本論文第 2 章で改めて述べるため，詳細はそちらを参照されたい． 














て認識されてきたこともあり，CO2 排出量を対象とした多くの LCA が行われてきた．
特に CO2を対象とした LCA は独立してライフサイクル CO2 (Life Cycle CO2) と呼ばれ
ている．また，CO2排出量と強い相関にあるエネルギーについても多くの研究や分析が
なされてきた．エネルギー消費量を対象とした LCA はエネルギー・アナリシス (Energy 
Analysis) [茅 1980] においても重要な一分野として，特にライフサイクルエネルギー
(Life Cycle Energy)と呼ばれる．  
1.3本研究の目的と意義 



























ネルギー多消費化が進んでいる[産業研究所  2007]． 
(3) 本研究においては，IOA を深化させることに力点を置いているが，LCI 法のもう一
つの柱であるプロセス法を利用してハイブリッド LCI法[Suh 2005]として IOA を従来よ
り技法的に発展させた．ハイブリッド LCI 法は 1990 年代に入ってから開発され，多く
の研究例がある．本研究が IOA あるいはハイブリッド LCI 法として従来の手法より新
しい点は，生産費等文献の精査，生産工場の現地調査・データ分析等の手法を用いて，
IO の部門を既存の部門より細かく分解し，製品レベルの分析を IOA により可能とした
ところにある．農・水・畜産物も特定の溶解炉から生産される鋳鍛造品(中間財)も既存
の IO 部門分類のままでは分析できず，プロセス法導入により分析が可能となる． 














 本研究では，ライフサイクルアセスメントの方法論を基礎とする．そして LCA の中
核たるインベントリ分析の各分析法の中でも，あらゆる間接影響を把握する際に有効な












なお，2011 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生した．本研究は 2007 年から開始し，
調査・研究を主として行った時点は東日本大震災前であり，その後も震災後の状況分析
に使用できるデータは殆ど存在していなかった．ところが福島第二原子力発電所事故を
発端として原子力発電の稼働状況に劇的変化が生じた．2013 年 12 月末現在で，稼動し
ている原子力発電所は全国の商用原子力発電所 54基中，関西電力の大飯発電所 3号機，
同 4 号機の 2 機のみである[JANSI 2013]．2011 年度では化石燃料による発電の割合が約
8 割に増加した[FEPC2012b] ．したがって，本研究の第 5 章までの結果だけでは東日本









である IOA の理論とその課題，および本研究の特徴について示す．2.4 ではハイブリッド法の
理論とダブルカウンティング問題を示し，海外の先行研究を概説する．2.5 では LCI の事例研
究について概観し，2.6 で本章のまとめを述べるとともに，それに基づき以後の本論文各章へ
の道標を与える． 




産業 3 部門について品目別にエネルギー・環境負荷を推計する．3.5 では当章の結論を
述べる． 
第 4 章では，地域レベルでの農作物の生産と，輸送に伴い発生する CO2排出量につい
て評価する．4.1 では研究の背景について述べる．4.2 では研究の手法について説明し，
生産プロセス・輸送プロセスの CO2排出量推計方法，生産・輸送に伴う CO2排出量推
計の方法についてそれぞれ説明する．4.3 では生産プロセスの CO2 排出原単位と CO2
排出量，および輸送プロセスの CO2排出量と生産・輸送に伴う CO2排出量について推
計結果を示す．4.4 では当章の結論について述べる． 
第 5 章では，キュポラと誘導炉の経済性と環境性の分析について述べる．5.1 で研究
の背景と目的について述べる．5.2 にて研究方法として分析範囲を説明した後，経済性
分析について，前提条件，経済性の比較法，キュポラと誘導炉のコスト分岐点算定法に
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1980 年代から，CO2削減に向けた研究が進捗してきた．2000 年代，特に後半以降は CO2排
出量削減・回収等の研究[下田 2009]，規制やインセンティブのあり方により，技術開発を促
進させる研究[有村 2011]，解析や予測に資するモデル研究・分析[村田 2009] [李 2009]等
が急速に進んできた．CO2 問題と表裏をなすエネルギー問題に関しても，脱化石燃料化という
命題のもと，発電技術の効率化の研究[大島 2010]，太陽光発電[岡島 2009] [岡島 2010] [田
































ギーも，定量化対象の負荷の種類が異なるだけで LCA の中では LCI のフェイズにほぼ相当
する．本論文における分析はLCAにおけるLCI段階までを対象とする．次項以降では分析手
法としての LCIについて詳細を記す． 
2.2.1 LCA と LCI  
LCAの 4段階(1)目的と範囲の設定，(2)インベントリ分析，(3)影響評価，(4)解釈において，

































 プロセス法(Process analysis)は分析対象のライフサイクルに沿ってプロセスごとに LCIデータ
を収集し，それに基づきボトムアップ式に環境負荷を推計する手法である．プロセス法には積
み上げ法と，マトリックス法の 2種類がある[Suh 2005]． 
2.3.2 積み上げ法 
 最初に積み上げ法であるが，国際標準化機構(ISO 14040シリーズ)が示し，多くの文献で指
摘されているように，最も広く普及した一般的な方法である[Fava 1991] [Memorial 1994]．プロ






       
 
 
         
 
 
         
 
 
                                                              
 
mpi:製造時における i 要素の物理量，emi:製造時における i 要素の環境負荷原単位，mcj:利
用時における j要素の物理量，ecj:利用時における j要素の環境負荷原単位，mrk:廃棄・リサイ
クル時における k要素の物理量，erk:廃棄・リサイクル時における k要素の環境負荷原単位 






























荷を導き出す手法である． マトリックス法はマトリックス反転法(Matrix inversion method)として
Heijungs によって開発された[Heijungs 1994]．2000 年代から徐々に研究や応用が進み，
Raymond  et al.によるライフサイクルモデル研究はその一つとして挙げられる [Raymond 
2008]． 
Raymond によれば環境負荷や天然資源排出量ベクトル g は次の式(2.2)と式(2.3)から導出
することができる． 
 
                                                   
16 LCA において評価する財・サービスの機能を定量化する単位 
17 以後，本論文では行列とマトリックスを同義として扱う． 
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As=f                                                                   (2.2) 
g=BA
-1










は LCAに対応する ISO 基準(この場合，14040，14041 および 14049)は，「過去のプロセスに
戻る，あるいは再循環するプロセスのある産業」の状況を考慮に入れていないことを明らかにし
た上で，石油化学産業を例にマトリックス法の LCI への適用を提案している[Myung 2003]．
Heijungs et al.は，マトリックス法のLCIには，Myung et al.が用いたプロセスバランスに基づく方
法(1ユニットプロセスあたり 1変数，1生産物あたり 1変数)と，生産物バランスに基づく方法(1
生産物あたり 1 方程式，1 ユニットプロセスあたり 1 変数)の 2 方法があるとした上で，これら比
較検討を行っている[Heijungs 2006]．Heijungs et al.はまた，マトリックス法の応用分野として，
配分とカットオフ(cut off)18の処理[Heijungs 1998] ，プロセス法ベースの LCIを産業連関表に







るCO2排出量の定量化等を挙げることができる[角鹿 2011] [角鹿 2012]． 
本方法は整合的に環境負荷を求めることができる反面，収集したプロセスデータを整理しマ
トリックスを構築化する緻密な作業が必要になる．更に分析対象のシステム境界が広くなれば















産業連関分析法は，旧ソビエト連邦出身のアメリカの経済学者 W. Leontief によって開発さ
れた経済分析理論である．現代の各産業は，相互に関連しながら生産活動を営んでおり，そ
の相互依存関係は極めて複雑であるが，産業連関分析法は，特定の産業の活動が他産業に








た F. Quesnay にまで遡ることができる．Quesnay は 3つの経済主体に分かれた一国経済を，
財と貨幣の交換からなる体系としてとらえ，循環・再生産の構造を視覚化した経済表(Tableau 
Economique)を作成した[吉原 1960] ．Quesnay の研究は K.Marx に受け継がれ，再生産表
式(Reproduction Schema) [Carr 1934] として構築されることになるが，Leontief はこの再生産
表式から産業連関分析法の構想を得たとされる[Leontief 1937] [Leontief 1938] ．産業連関
分析の理論的バックグラウンドとしては，近代経済学の祖の一人とされる L.Walras による一般







type)および「非競争輸入型」(non-competitive import type)の 2 種類に大別される．競
争輸入型は輸入財と国産財を区別しないモデルであり，非競争輸入型は両者の取引を区
別するモデルである．分析へのモデル選択については，研究目的により各分析者の手に
委ねられる．各モデルの詳細は次項 2.3.6 以降を参照されたい． 
産業連関分析における競争輸入型モデル・非競争輸入型モデルともに各部門の生産活
                                                   




連関分析の各モデルについて分類するが，その需給均衡方程式 (Supply and Demand 
Balance Equation)は次式で表される． 
 






び宍戸 [宍戸 2010]を参考にしつつ，先行研究等のレビューを加え論じる． 




 ここで説明を単純にするために，2 部門モデルを考える． 
 
表 2-1 競争輸入型産業連関表(competitive import type I-O table) 
 




部門 1                      
部門 2                      
粗付加価値           
国内生産額           
 
産業連関分析における産業別の需給均衡連立方程式は(2.5)式で表わされる． 
                 
                 
                        (2.5) 
 
ここで aは投入係数(input coefficient)を示す．投入係数は下記式のように定義される． 
    
   
  
                                        








      




   
  
  
   
  
  





                                   (2.8) 
 
また上記の式を について解き，単位行列 I を用いることにより次式が得られる． 
 
         ・                               (2.9) 
 
(2.9)式は産業連関分析モデルの最も基本的なモデル式       型である．この式にお









を分析する場合が考えられる．水本ら[水本 2012]は太陽光発電システムの CO2 排出量
について，国内・海外など場所を問わず，その総量を把握するため，ライフサイクル
CO2分析に       型モデルを適用している． 











部門 i の需給均衡方程式は以下の通り表わされる． 
35 
 
         
  
                                               (2.10) 
 
ここで， ija は投入係数， ii M,E は i部門の輸出および輸入である．なお，在庫変動
については最終需要 に内包されている．輸入の水準は国内需要に依存すると仮定し，
輸入係数 im を用いて以下のように表現する． 
 
               
 
 
   
                                           
 
      式を(2.10)式に代入した上で X について整理し行列表示すると，次のモデル式




            
  
                                                                           
 
ただし は輸入係数 を主対角要素にとった対角行列である．右辺第二項の
             が国産品に対する最終需要であり，これにレオンチェフの逆行列

















競争輸入型モデル          
  
型においては，輸入係数 によって輸入がモデル













排出量予測を行った．同分析においては，エネルギー部門を環境分析用 IO [朝倉 1998]とリ
ンクさせている．また長期にわたる高精度な予測が可能な人口統計20をモデルの外生変数とし
て与えることにより，中長期の予測に伴う不確実性に対処している．野村が用いた多部門一般






更に，次節で詳しく述べるハイブリッド LCI 法における IOA の多くも競争輸入型モ
デル          
  
型をベースとしている． 例として内山ら[内山 1998]の理論を挙げ
ることができる．内山は，1990 年代初頭から始まったハイブリッド法理論と IOA・LCA 研究












1998]，野村[野村 2007]の研究と比較しての本研究の特徴は，既存 IO の部門を分解する
ことにより，製品レベルの分析までを可能にした点にある．  
本論文では，第 3 章から第 5 章まで特定産業における LCI を行い，第 6 章では産業
連関表の時間的遅延への対処および予測も視野に入れた分析法を構築する．よって本論
文では一貫して，わが国のような輸入比率の高い市場経済において波及効果を求める際
に適した競争輸入型モデル          
  
型を基礎モデルとして用い，エネルギー・










いて，国産分に添え字 d，輸入分に添え字 m を用いて表現した式を次に示す． 
 
国産分：   ｄ   ｄ                        (2.13) 
輸入分：       ｍ                         (2.14) 
 
ただし 
 ｄ                                   (2.15) 




      ｄ 
  
 ｄ                             (2.17)  
上に示した非競争輸入型モデル     ｄ 
  
型は，最終需要 において国産と輸入を区
別したという点で，競争輸入型モデル          
  
型に概念的に類似したモデルで
ある．二つのモデルの違いについてであるが，          
  
型ではどの需要部門に





































この課題については本論文第 3章と第 4章にて，IOAの別モデルを適用する． 










者が設定するシステム境界の設定の仕方によって結果が異なる．IOA においては IO におい
て一国の経済取引をすべて網羅しているため，プロセス法のように個々の分析者によるシステ
ム境界の設定の仕方により結果が左右されるという問題は IOA を LCI の分析法として用いる
                                                   
21 この現状は，「ボールを斜め上方に投げたとき，地面に落下するのは何秒後か？」という物理学の問題を数学的に二
次方程式の解として求めたとき，その解が 2 個現れ負の解は現実にはあり得ないという現象に類似している． 
22 カーネギーメロン大学：Carnegie Mellon University 
39 
以上，原則的にない[Hendrickson 1998 ] [Lenzen 2000]．併せて環境負荷の推計に同じ IOから
得られた環境負荷原単位23を用いることにより，上流工程の直接間接のエネルギー・環境負荷
をもれなく評価できるだけでなく，基礎データおよび品質の共通化が図られ，製品間の比較を




















第 3に，IOの部門数が限られていることである．Suh et al. は．はプロセス法 LCA と比較
した際，IO-LCA の主な難点は“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low 
level of detail)，“通貨単位の使用”(use of a monetary unit)，“製品終了フェイズの
漏れ”(neglecting phases)および“データの鮮度”(data age)の 4 点に集約されるとし
たが[Suh 2005] [Suh 2007]，この問題はSuh et al. の指摘する“詳細度の低さ”に相当する．
IOの部門数は多くて数百程度であり，部門がない財はそのままの IOでは分析できず，部門を
細分化または新設しなくてはならない．新製品や新技術の多くは，既存の IO に部門がないた
めに，部門を新設する必要がある．IO の部門数が限定されていることは LCI を実施する上で
制約となる．この問題の解決のため，水本らはPV(Photo Voltaic)システムのライフサイクル分析
を可能とするために既存の IO に太陽光発電部門を新設した[水本 2012]．それに対し，本論
文では IO部門の細分化により製品レベルまで分析することが特徴となっている．先の 2.3.7で
見たようにこれまでのエネルギー投入量や CO2負荷の推計が，基本的には IO 分類で表象さ
                                                   




することを可能にした．また第 5 章では既存の IO 部門を分解することにより，鋳鍛造品をキュ
ポラ産と誘導炉産のレベルまで特定し，それぞれの CO2負荷推計を可能としている． 


















 ハイブリッド法の分類については，Pei et al.により次の 3方法への分類が提起されている．す
なわち，加法的ハイブリッ ド法 (additive hybrid) ，経済－バランスハイブリッ ド法
(economic-balance hybrid)，混合－ユニットハイブリッド法(mixed-unit hybrid)への3分類である
[Pei 2010]．これらについては後述するがハイブリッド法の体系化と定式化の本格的開始は
Heijungs et al.や Suh et al.からであり[Heijungs 2002][Suh 2005]，その後のハイブリッド法研究
の基礎となっているため本研究ではその体系に従っている．Suh はハイブリッド法を区分的ハ
イブリッド分析，IO 基盤ハイブリッド分析，統合ハイブリッド分析の 3 種類に体系化した．以下
本節ではハイブリッド法ついて Suh et al.による定式化と分類体系を紹介した後，本研究で採
用する方法とそれぞれのハイブリッド法の特質について述べる． 
 
・Suh et al.によるハイブリッド LCIの定式化[Suh 2005] 
(ⅰ)区分的ハイブリッド分析法(Tiered hybrid analysis) 
       
                     
41 
(ⅱ)IO基盤ハイブリッド分析法(IO-based hybrid analysis) 
        
            
  
        
(ⅲ) 統合ハイブリッド分析法(Integrated hybrid analysis) 
          
     
  
   
  
    
   
 
 




  ：プロセスベース部分の技術マトリックス 




  ：拡張した IOベース部分の技術マトリックス 




・Suh  et al. によるハイブリッド LCIの分類体系[ Suh 2005] 





ブリッド分析では LCI 推計値についてプロセス法と IOA のダブルカウンティング(Double 
counting)に留意しなくてはならない．原則的に，プロセス法の財の流れはすでに IO に含めて
いるため IO部分からの除外が行われる． 
(ⅱ) IO基盤ハイブリッド分析法(IO-based hybrid analysis) 
IO ベースのハイブリッド法では，産業部門を分解して IO 表を作成する．環境介入マトリック
スも分解する必要があり，これは分解工程の詳細なデータを用いて行う．消費前の段階までの
LCI は，IOA 法を用いて算定する．利用と廃棄を含めた製品寿命の残りの段階に関する LCI
は，区分的ハイブリッド分析法を適用する． 













































Strømman et al. は区分的ハイブリッド分析法において不可避であるダブルカウンティング























2.4.1では Suh et al.によるハイブリッド法の分類と定式化[Suh 2005]，併せて筆者によるレビ
ューを行った．また 2.4.2では区分的ハイブリッド法におけるダブルカウンティング回避を取り上
げ，関連先行研究について述べた．本項では海外の先行研究について述べる． 
ハイブリッド LCIを用いた研究として，Treloar et al.による道路建設プロジェクトの区分的ハイ
ブリッド LCAがある[Treloar 2004]．同研究では LCAのデータ欠損問題や高いデータ費用の
問題は，IOに基づくハイブリッド法を用いることで克服できるとした．Treloar et al.はオーストラリ
ア統計局(ABS)の IO により IOA モデルを構築後，分析対象部門の最も重要な経路を抽出し
て，データを収集しプロセス法によりエネルギー投入量を推計した．それを IOA による推計と
最後に統合している． 




























セス法分析結果について IOA を用いて計算した結果より一貫して低くなるという，Lenzen  et 
al.の研究結果[Lenzen 2000]との一致を見出した．また IOA と IO基盤ハイブリッド分析の推計
値の差が小さいことも明らかにしている．この結果について Crawford は，プロセス法自体の不
完全性とオーストラリアにおけるプロセスデータの不足によるものであると分析している． 















 Suh以外にハイブリッド法の分類を行ったPei et al.の研究に触れる[Pei 2010]．Pei  et al.は，
ハイブリッド法を加法的ハイブリッド法 (additive hybrid)，経済－バランスハイブリッド法































農産物・水産物・畜産物分野における，環境負荷を LCI により定量化する研究は，2000 年
代に入ってから多くなってきた．以下に先行研究を挙げる． 
農・水・畜産物のエネルギー投入量を品目ごとに推計する試みとしては，既出の資源協会
による研究報告がある．同協会では農産物(105 種類)，水産物(10 種類)・畜産物(8 種類)のエ




および輸送プロセスまで考慮した研究には，吉川らや Christophel et al. によるものがある．吉
川らは，野菜生産出荷安定法24 [農林水産省 2011]に基づいて定められた指定野菜 14 種に
対し，品目別に生産および輸送プロセスにおける CO2排出量を，全国 9地域において定量化
した[吉川 2006]．Christophel et al. は，アメリカの平均的な家庭で消費される食料について，
その温室効果ガス排出量を生産および輸送プロセスを考慮して定量化し，食料の地産地消に
よって，環境負荷の低減が可能であることを明らかにした [Christophel 2008]． 
 水産物の研究では，南らによるマグロ消費[南 2004]，渡邊らによるイカ類などの水産物[渡邊
2006]などがある．Ishikawa et al.は長距離イカ釣りのエネルギー消費量を定量化し，漁獲当た
りの燃料消費量は，単位時間当たりの漁獲量によって規定されるとした [Ishikawa 1987]． 
畜産物の研究においては，林による肉牛生産，[林 2000]，梁らによる豚肉生産[梁 2007] 
などの LCIを挙げることができる．中でも A.Ogino et al. は肉牛肥育について，影響評価を含













                                                   






 製造業の広く基盤となる金属・素材に関する LCIは主として 1990年代から行われてきた．鋳
鍛鋼を含む金属の LCA は原田による研究を挙げることができる[原田 1999][原田 2001]．また，
中小企業へのプロセス法 LCA導入をテーマとした研究の中で，鋳物製品に関する LCA実践
事例がある[中野 2008b]．また Cullen et al.は，鉄鋼の製鉄から最終製品までを対象としてグロ
ーバルフローを作成している[Cullen2012]．安達らは銅地金生産に係る CO2 排出量について，

































































































図 2-1 本論文の構成 
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第 3 章 食料品部門のエネルギー・環境負荷分析 
本章では，産業連関表における食料品部門のエネルギー・環境負荷分析について農・
水・畜産業に焦点をあてて分析する．3.1 では研究の背景と分析対象について述べる．













わが国は京都議定書において，第 1 次約束期間(2008～2012 年)に基準年(1990 年)比で
温室効果ガス排出量 6%の削減を約束した．しかし 2011 年度断面で見ると基準年比で
3.7%増加しており依然厳しい状況にある[環境省 2013]．今後も，あらゆる産業，部門に
おいて対策を講じていく必要がある．その際，エネルギー・環境負荷の詳細な分析は必
須であるが，そのためには LCA 手法が有効であり，多数の研究成果がある．LCA には

























              
  
型である．本論文第 2 章の 2.3.7 などで指摘したように，最終需
要が負値または小さい部門の場合，導出される環境負荷は負値となる場合があり，環境
負荷の把握と比較が困難となる．この問題を回避するために，輸入と在庫を内生化した
IOA モデルを分析に適用する．分析モデル詳細については別途文献[塚本 2005] を参照
されたい． 
 
    
 
   
     
                                                                 
 
    投入係数 
    部門の国内生産額 
  
  国内最終需要 
  ，   輸出，輸入 負号  
   在庫純増 正号，純減は負号  
 
部門 i の需給バランス式から      式を導き，これにより生産波及効果も含めた均衡算
出高の列ベクトル X が求まる．  
 
                
  
                                           
 
 ，  在庫係数  ,輸入係数  を主対角要素にとった対角行列 
I：単位行列 
          ：輸入と在庫を除いた国産品のみの投入係数 
59 





た対角行列  に変換して      式に乗ずると，      式によって各部門の直接間接のエ




              
  
                                         
 
  :部門 i の直接エネルギー消費量 
  
  
：部門 i の直接エネルギー消費原単位 
  
  
              
  
の各成分の列和：直接間接エネルギー消費原単位 




















































































































































間接消費 17 16 33 31 23 14 19 22 20 19 21 19 19 17 17 19 18 22 15 16 14 22 13 17 11 12 4 










































































































































間接消費 1.1 0.8 2.3 1.7 2.1 1.6 1.3 0.9 1.3 1.2 1.3 1.3 1.1 1.2 1.3 1.1 1.1 0.9 0.9 1.0 1.2 1.4 0.7 0.8 0.8 0.8 0.2





















表 3-1 国民一人あたりの年間エネルギー消費・CO2排出量 
 
 



























野菜 耕種農業 705.2 45.39 茶・コーヒー 食品工業 108.1 7.86
果実 耕種農業 94.2 5.09 肉加工品 食品工業 102.7 7.11
いも類 耕種農業 23.6 1.09 農産保存食品 食品工業 98.5 6.73
豆類 耕種農業 0.4 0.02 学校給食 食品工業 80.7 6.01
鶏卵 畜産 37.0 2.59 ねり製品 食品工業 77.9 5.66
その他畜産 畜産 0.7 0.04 飼料 食品工業 43.9 3.24
海面養殖業 漁業 107.1 7.47 レトルト食品 食品工業 41.8 3.14
海面漁業 漁業 78.3 5.53 水産びん・かん詰 食品工業 33.6 2.63
内水面漁業・養殖業 漁業 33.2 2.33 植物油脂 食品工業 29.4 2.15
清涼飲料 食品工業 630.3 45.39 冷凍調理食品 食品工業 28.8 2.18
そう菜・すし・弁当 食品工業 516.2 36.92 農産びん・かん詰 食品工業 17.4 1.32
菓子類 食品工業 497.1 35.63 砂糖 食品工業 16.5 1.24
酒類 食品工業 421.0 31.49 畜産びん・かん詰 食品工業 14.4 1.12
精穀 食品工業 394.6 23.78 有機質肥料（除別掲） 食品工業 9.9 0.73
冷凍魚介類 食品工業 309.6 22.29 製粉 食品工業 5.0 0.36
酪農品 食品工業 298.4 21.86 製氷 食品工業 4.5 0.35
その他の水産品 食品工業 232.6 16.41 ぶどう糖・水あめ・異性化糖 食品工業 2.4 0.18
パン類 食品工業 225.8 16.24 でん粉 食品工業 2.1 0.16
めん類 食品工業 205.8 14.58 動物油脂 食品工業 0.1 0.01
調味料 食品工業 203.8 14.03 特用林産物 113.6 7.90
その他の食料品 食品工業 200.6 14.92 農業サービス 31.6 2.09
たばこ 食品工業 194.4 12.88 飲食店 3043.5 226.26
と畜 食品工業 122.3 8.27 合計 9558 681.4





















耕種農業 832.2 8.6 1.05 51.6 7.6 1.84
畜産 37.7 0.4 0.05 2.6 0.4 0.09
漁業 218.65 2.3 0.28 15.3 2.2 0.55
食品工業 5289.5 55.3 6.72 375.6 55.1 13.38
林業（特用林産物） 113.6 1.2 0.14 7.9 1.2 0.28
農業サービス 31.6 0.3 0.04 2.1 0.3 0.07
飲食店 3043.5 31.8 3.87 226.3 33.2 8.06




































                                                   

































































































間接投入 8.2 15.610.1 7.5 16.815.425.4 3.9 8.0 8.7 6.0 5.3 6.7 4.0 4.1 6.8 5.9 2.7 5.1 3.5 


































































































































間接投入 5.4 4.6 3.1 2.1 4.9 3.0 2.9 3.0 4.2 3.5 3.8 3.5 4.0 3.4 3.6 1.9 2.6 2.3 1.5 1.9 2.6 1.6 1.6 1.4 1.4 0.8 0.7

























































































間接排出 0.4 0.8 0.4 0.5 0.9 0.7 0.2 1.3 0.4 0.5 0.3 0.3 0.2 0.2 0.3 0.1 0.2 0.3

























































































































































間接排出 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.07 0.03 0.03


















































































































































































































































































部)』[農林水産省 2003b] [農林水産省 2003c]である．なお，漁業方別，漁法別，魚種別
のそれぞれの分類であるが，漁業法別の分類は漁船の規模等で 10 種類に分類される．
























のに比べて約 3 倍のエネルギー投入，約 3.5 倍の 排出が行われていると推計された． 
                                                   
27 ①漁船費，②諸施設費，③漁具費，④えさ代，⑤氷代，⑥魚箱代，⑦種苗費，⑧塗染料費，⑨加工用資材費，⑩諸材料費，⑪自動車費，⑫賃貸料・料金販
売手数料，⑬建物(減価償却費)，⑭自動車(減価償却費)，⑮漁船船体(減価償却費)，⑯漁船機関(減価償却費)，⑰電気機器，冷凍装置(減価償却費)，⑱その他の漁





図 3-5 水産物の投入エネルギー量 
 












































































































間接投入 30,3 65,1 60,6 22,8 19,2 18,8 17,9 16,3 15,8 14,4 10,3 9,85 10,5 8,41 8,73 7,87 7,79 13,1 6,20 6,14 5,47 5,51 5,51 5,49 4,34 2,75





















































































































間接排出 2.0 4.8 4.4 1.5 1.2 1.2 1.0 0.4 1.2 0.7 1.0 1.3 0.9 0.5 0.6 0.5 0.5 0.3 1.0 0.5 0.4 0.3 0.3 0.3 0.4 0.2





















































































































































産物生産費(平成 12 年度版)』[農林水産省 2001]をベースとする．なお，この『畜産物生
産費』において，食鳥(ブロイラー)の調査は平成 6 年度を最後に行われておらず，他の
統計資料でもデータは入手できなかった．そのため，平成 6 年度のデータを用いる． 
 なお，ここで畜産物の分析において留意すべき輸入飼料の問題について予め触れてお
く. 2.5で触れたように，畜産物の LCIにおいて，輸入飼料が環境負荷・エネルギー消費負荷
を押し上げているという先行研究がある[資源協会 1992][ Ogino 2004]．輸入飼料の負荷を推





























図 3-8 畜産物のエネルギー投入量 
 









熱量)比が 1 以下，すなわち食品熱量が生産投入エネルギーを上回る品目はなかった． 
牛 豚 食鳥
間接投入 26,831.9 15,821.3 10,581.8 













間接排出 2,185.8 646.2 359.7 


















入量・CO2 排出量を定量化した．2.3 で挙げた IOA の分析上の課題である“最終需要の
問題”への対応として，競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO
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ち競争輸入型モデル          
  
型が一般的には適用される．本章では前章の方法
を適用し,同一の競争輸入型モデル               
  
型を用いて，部門ごとの直接
間接 CO2排出原単位を求める[小田 2008]．当モデルの特徴は，一般の IOA に用いられ










   
  
  
              
  
                                        
  
  
              
  
の各成分の列和：部門  の直接間接エネルギー消費原単位 
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               ：国産品に対する最終需要 
  ：部門 i の直接間接 CO2排出量，  :部門 i の直接 CO2排出量，  ：部門 i の国内生産
額， ：在庫変動， ：輸入を主対角要素とした対角行列，I：単位行列，A:投入係数
行列，：  国内最終需要，E：輸出 
直接 CO2排出量の推計方法は 4.2.1.2 に示す． 























































の使用燃料を A 重油，B 重油，C 重油，軽油と規定し，消費量は 3 部門間の国内生産
額の比率により配分した．その他の輸送機関についても同様に推計した． 







産業連関表 23部門 米 野菜 果実 ・・・ 特用林産物
エネルギー消費割合[%] 合計100 7.49 40.6 1.20 ・・・ 8.43









      
       
 
 
   
                                                                                         
 
ここで，    ：生産プロセスにおける重量当たり CO2 排出量(g-CO2/kg)   :プロセス i
における直接間接 CO2排出原単位(g-CO2/円)，   :プロセス i における面積当たり投入費
用(円/ha)，h：作付面積(ha)，w：収穫量(kg)であり，   , h , wは都道府県別の生産費調
査において，各農作物別に示されている．また，生産プロセスと産業連関表の部門対応






































4.2.2 輸送プロセスの CO2排出量推計方法 
輸送プロセスにおけるシステム境界を，各都道府県の代表的卸売市場を 1 ヶ所選択し，
同卸売市場から茨城県の水戸公設地方卸売市場までの輸送と定めた．推計には，物流セ
ンサス[国土交通省 2000]，国土交通白書[国土交通省 2002]，地理情報データ[NAVITIME 
2009]の各データを使用した．推計対象年は 2000 年とし，データもすべて 2000 年また












ここで，CO2t：生産地 i から消費地までの輸送プロセスにおける CO2 排出原単位
(g-CO2/kg)，   :生産地 i から消費地までの輸送機関 j の輸送分担率(%)，  ：生産地 i か































図 4-2 生産プロセスにおける CO2排出量(重量当たり) 
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4.3.2 輸送プロセスにおける CO2排出量 
図 4-5 に，各都道府県から茨城県への農作物の輸送分担率を示す．また，図 4-6 に，
各都道府県から茨城県までにおける，農作物の輸送プロセスの CO2排出量を示す．  
 










































































































4.3.3 生産および輸送に伴う CO2排出量 




地が茨城県の場合には輸送距離は 0km である． 






図 4-7 レタスの各都道府県での生産と茨城県への輸送に伴う CO2 排出量 
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図 4-8 ねぎの各都道府県での生産と茨城県への輸送に伴う CO2 排出量 
 









競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO 部門が限定されること


























[Christophel 2008]Christophel.Weber and H.Scottmatthews. "Food-Miles and the Relative 
Climate Impacts of Food Choices in the United States. 
"Environmental Science & Technology.42. 3508-3513. 2008年 
[NAVITIME 2009]ナビタイムジャパン. " NAVITIME ナビゲーション総合サイト(車ル
ート検索) "NAVITIME ナビゲーション総合サイトホームページ. 
http://www.navitime.co.jp/(参照 2009-12-1) 
[小田 2008]小田秀充, 内山洋司. "産業連関表を用いた食料品部門のエネルギー・環境負
荷分析." 産業連関.16.2. 27-41. 2008 年 
[国土交通省 2000]国土交通省. "平成 12 年度都道府県間流動量(代表輸送機関・品類別)
－重量－" 国土交通省ホームページ. 
http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/census/syukei1.html. (参照 2012-11-1). 
[国土交通省 2002]国土交通省. "平成 14 年度交通白書" 国土交通省ホームページ. 
http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h14/H14/index.html>，(参照 2012-1-12) 
[資源エネ庁 2002]資源エネルギー庁. 長官官房総合政策課編. 総合エネルギー統計(平
成 13 年度版). 通商産業研究社, 469p. 2001 年 
[総務省 2004]総務省. “平成 12 年(2000 年)産業連関表・物量表”. 政府統計の総合窓
口.http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000000750003&cycode=0, (参照 2013-4-1). 
[南齋 2003]南齋規介, 森口祐一, 東野達. "産業連関表による環境負荷原単位データブック 
(3EID) ". 独立行政法人国立環境研究所. 
http://www-cger.nies.go.jp/publication/D031/D031.pdf, (参照 2012-10-30). 
87 
[根本 2006]根本志保子. "フードマイルズにみる生鮮野菜消費と環境負荷の変化." 生活経済
学研究 22 . 225-235.2006年 
[農林水産省 2003a]農林水産省. 大臣官房統計情報部編. 第 77 次農林水産省統計表<平
成 12 年~13 年> . 農林統計協会, 851p. 2003 年 
[水戸市 2006]水戸市公設地方卸売市場. 市場年報. 
http://www.mito-ichiba.jp/nenpou/main/index.htm.(参照2008-12-1) 
[吉川 2006]吉川直樹, 天野耕二, 島田幸司. "野菜の生産・輸送過程における環境負荷に関


















































































































5.2.2.1  経済性分析 
 (1)分析の前提設定 
ヒアリング調査で得られたデータや情報および文献調査[産業研究所 2007]を踏まえ
て設定した分析の前提を表 5-1 に示す． 
表 5-1 分析の前提(金額は 2008 年価格) 
 キュポラ 誘導炉 
炉種 2t キュポラ(2 基)相互溶解(2t/h) 1t/600kW 高周波炉(2 炉 2 電源)同時溶解 
出湯量 4480t/年 4480t/年 
電力費 契約電力 250kW(高圧電力 A) 契約電力 1400kW(高圧電力) 
電力契約 力率 99%，補機電力 200kW，力率割引 0.86 力率 99%，補機電力 200kW，力率割引 0.86 
炉材費用 280 万円/年 540 万円/年 
操業時間 1 日 8 時間，年間 280 日操業(8h/日，280 日/
年)夜間運転無 
1 日 8 時間，年間 280 日操業(8h/日，280 日/年)
夜間運転無 
年間操炉費 16,128,000 円  
(人員 3 名，時間単価 2,400 円 ) 
16,128,000 円  
(人員 3 名，時間単価 2,400 円 ) 











 (2) 資本コスト化による経済性比較 
経済性の比較は最初に構成費用を積算して設備費であるイニシャルコストを求めた
のちに，資本コスト化を行い比較する．将来の時点で発生する費用や便益は，現時点で
発生するものに比べ価値が小いため，割引率 3%として現在価値 NPV に換算する． 
 
             
  
 
   
                                
 
(5.1)式において，r は割引率，n は耐用年数，TC は初期投資計である．TCt は t 期に
おける総費用を表し，各年における固定費と可変費の和である．固定費は設備費に年経
費率を乗じ資本化した資本コストによって算出できる．また，可変費は操炉費，修繕費，
コークス費，電力費から成っている．以上より TCt は下記式で求めることができる． 
 





経済試算に用いた設備の耐用年数 n は 12 年とし，固定費の算出に必要となる年経費




 (3) キュポラと誘導炉のコスト分岐点の試算 
 現在価値換算後，キュポラと誘導炉の経済性を分析するために，2 つの溶解炉のコス
ト分岐点を試算する．即ち 2 つの溶解炉の総コストが等しくなる時のキュポラのコーク
ス単価 X(円/kg)をコークス比別に算定する．以下に X の導出モデルについて詳細を示
す．        
 総コストでキュポラと誘導炉が等しくなる場合，キュポラの総コストを CuT,誘導炉
の総コストを InT とすれば下記(5.3)式が成立する． 
        
                                                                                                                                      
 
またキュポラに関して，固定費を CuCC，可変費を CuV，可変費のうち燥炉費を CuOct，
修繕費を CuMct,電気代を CuECt,コークス費を CuCOt とすれば，下記式が成立する． 
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      Oct       CuEct+CuCOt                                     (5.5) 
 
以上より耐用年数 n 年の場合，キュポラの 1 年間のコークス費 CuCOtA は次式から求め
られる． 
 
       円                                              (5.6) 
   
一方で，年間出湯量 Pt，溶解トン当たり Qkg のコークス投入すなわちコークス比 0.1Q%
のキュポラの年間コークス消費量 CuCOtB は次式で求められる． 
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mpi:製造時における i 要素の物理量，emi:製造時における i 要素の環境負荷原単位，mcj:
利用時における j 要素の物理量，ecj:利用時における j 要素の環境負荷原単位，mrk:廃棄・










産業連関表における部門 i で直接排出された CO2 排出量を  
´
, 生産額を Xiとすれば部
門 i の生産額当たりの CO2排出量は     
´
   であり，レオンチェフの逆行列の各要素
を Bij,部門 j の最終需要を Fjとすれば競争輸入型モデルにおける直接・間接的な CO2排
出量 EIO は(5.10)式により求められる． 
            
 
   
















mpo:製造時における o 要素の物理量，epo: 製造時における o 要素の環境負荷原単位，
mcp:利用時における p 要素の物理量，ecp: 利用時における p 要素の環境負荷原単位，mrg: 










   

































域に分け，部門 a から部門 c までが鋳鍛造品の上流部門，部門 d から部門 e までが鋳鍛
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産業連関表 B 地域における部門 i で直接排出された CO2排出量を   
  , 生産額を Xbi 
とすれば部門 i の生産額当たりの CO2排出量は       
     であり，レオンチェフの逆
行列の各要素を BBij,j 部門の最終需要を FBjとすれば競争輸入型モデルにおける直接・
間接的な CO2排出量 EIOb は(5.14)式により求められる． 
                
 
   
                                                                                                    
 
そして中間財としての鋳鍛造品の環境負荷を E3とすれは，E3は前出の(12)式で求められ
た E2から上記の EIOb を除いたものであり，下記(5.15)式で求められる． 
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部門d 0 0 0 0 0 0
部門e 0 0 0 0 0 0
部門a 部門b 部門c 部門d 部門e
部門a 0 0 0
部門b 0 0 0














に現時点で最新の 2005 度版を用いた．CO2 排出量については，消費した燃料種ごとに
燃焼時の CO2排出係数を乗じて推計するが，排出係数は国立環境研究所の「燃料報告書」




5.2.2.1(1)の前提に従い，キュポラのコークス比を 15%とし，コークス単価 70 円/kg
のケースについて 12 年間のライフサイクルコストを誘導炉と比較した結果を表 5-2 に
示す． 

















図 5-4 ライフサイクルコスト比較 
 
年間出湯量 4480t/年の溶解炉の場合，イニシャルコストはキュポラ 2400 万円，誘導




ライフサイクルコスト（12年） キュポラ① 誘導炉② ①－②
① イニシャルコスト(円） 24,000,000 38,000,000 -14,000,000
② ランニングコスト(円）/年 78,539,368 71,999,400 6,539,968
③ 12年分ランニングコスト(円） 942,472,419 863,992,800 78,479,619
①＋③ ライフサイクルコスト(円/12年） 966,472,419 901,992,800 64,479,619
初年度コスト キュポラ① 誘導炉② ①－②
初期投資 設備費(円） 24,000,000 38,000,000 -14,000,000
運転① 電力費(円） 4,270,192 50,471,400 -46,201,208
運転② コークス費(円） 55,341,176 0 55,341,176
運転③ 炉材費(円） 2,800,000 5,400,000 -2,600,000
運転④ 操炉費(円） 16,128,000 16,128,000 0



























比較した結果を示す．図 5-4 がコークス比 15%，図 5-5 がコークス比 12%のケースで，
それぞれ，コークス単価をキログラム当たり 40 円，70 円，80 円で総コストを出して比
較した．コークス比が 12%の場合，コークス単価が 70 円/kg でもキュポラが経済的に

















を表 5-3 に示す． 
 
表 5-3 キュポラと誘導炉のコスト分岐点 
コークス比 12% 15% 18% 
コスト分岐点(円/kg) 75.8 58.6 47.1 
 
キュポラの経済性はコークスによって影響を受けている．今回の試算では，コークス

















の素材構成に関わるデータに 5.2.2.2 (1)の(5.9)式のとおり，環境負荷原単位[JEMAI 2002]
乗じてそれぞれの CO2 発生量を求めた．次に設備運用の CO2 排出量であるが，キュポ
ラと誘導炉の運転に関わる 1 年間の CO2 発生量をそれぞれ CUPe,INDe とすれば次の
(5.16) 式と(5.17)式によって求められる． 
 
CUPe=SU(Cr･Ce+Cd･Ee)                                     (5.16) 





キュポラと誘導炉について 1 年間および 12 年間運転した際の CO2発生量をコークス
比別に求めたものを表 5-4 に示す．なお CO2排出原単位は 12 年間変化しないと仮定し
た． 
















ータルで比較したものが図 5-6 である．設備，運用ともにキュポラの CO2排出量は誘導
炉より多い．耐用年数 12 年間で比較すると比較すると，同一規模の炉において，誘導
炉はコークス比 12%のキュポラに対し，47%，同 15%のキュポラに対し 57.3%，同 18%




出湯量 コークス比 使用量 CO2排出量 CO2排出量
t/年 ％ t kWh t-CO2 t-CO2
4,480 12 538 98,551 1,784 21,402
4,480 15 672 98,551 2,220 26,644
4,480 18 806 98,551 2,657 31,884
1年間 12年間
出湯量 コークス比 使用量 CO2排出量 CO2排出量
t/年 ％ t kWh t-CO2 t-CO2





















た 9 項目，誘導炉は 11 項目の環境負荷を除外した28． 
また産業連関表の鋳鉄造品には，5 品目が分類されているが，キュポラ・誘導炉で生














表 5-6 に鋳鍛造品の中間財としての CO2 負荷と，間接影響を推計した結果を示す．
5.2.2.2(2)の手法を用いて下流分を除いた以外，推計方法は最終財の場合と同じである． 
                                                   
































（tCO2/年) （t) （tCO2/年) （tCO2)
キュポラ 4,953,038 4,480 3616.8 43401.2
誘導炉 3,300,994 4,480 3615.6 43387.7  
100 
中間財としての鋳鍛造品の CO2負荷は，最終財としてのそれに比べ，100 分の 1 未満
であり極めて小さい．加工品としての鋳鍛造品の CO2がいかに二次三次と続く他の加工
部門の最終消費から発生しているかがこの結果より推察できる．間接影響分は 1 年間で
見ると設備からの CO2 発生量よりも小さい． 
 


















的には耐用年数 12 年のうち，イニシャルコストの占める割合はキュポラで約 2%，誘





































（tCO2/年) （t) （tCO2/年) （tCO2)
キュポラ 34,657 4,480 25.3 304






次に環境性(CO2負荷)であるが，2.3 で挙げた IOA の分析上の課題である“IO 部門が
























以上について，第 3 章，第 4 章のまとめ部分でも触れたハイブリッド法による LCI
の精度向上に関する知見を総合すると次のようになる．LCI 開始にあたり，各産業を網
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発行される．改訂の頻度は日本の場合，基本的に 5 年に一度であり，2013 年 12 月現在で入
手できる最新の基本表は 2005 年版である．次の改訂版は変則的に 2011 年版で，2015 年度
第一四半期に確報が公表予定である[総務省 2012]．基本表の他に，延長産業連関表(以下，
延長表)・簡易延長産業連関表(以下，簡易表)も発行されている．簡易表の対象年と公表年の





は時間的な乖離が存在した．具体的には第 3章，第 4章，第 5章において使用した IO と分
析年には，それぞれ約 7年，約 8年，約 6年の乖離があった．分析実施時点において，使用
できる基本表が第 3章・第 4章では 2000年版，第 5章では 2005年版であったためである． 
この問題について Suh et al. は IOAの短所として取り上げているが[Suh 2005]，本論文におい
て筆者は，本質的にこの問題は IOTs(IOTs: Official Input-Output Tables) [Suh 2007]の問題と
して認識している．Suh et al.はプロセス法 LCA と比較した際，IO-LCA の主な難点は“IO
104 
部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low level of detail)，“通貨単位の使用”
(use of a monetary unit)，“製品終了フェイズの漏れ”(neglecting phases)および“デ
ータの鮮度”(data age)の 4 点に集約されるとし， IO データには 1～5年の時間的遅延
があると指摘している[Suh 2005] [Suh 2007]．IOのデータはプロセス法により収集されるデー














は時間的遅延問題に焦点を絞っているが，この問題については 6.4 にて改めて触れる． 
 
表 6-1 産業連関表(基本表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 17年(2005年)産業連関表 平成 21年(2009年)3月 
平成 12年(2000年)産業連関表 平成 16年(2004年)6月 
平成 7年(1995年)産業連関表 平成 11年(1999年)5月 
平成 2年(1990年)産業連関表 平成 6年(1994年)3月 
昭和 60年(1985年)産業連関表 平成元年(1989年)3月 
昭和 55年(1980年)産業連関表 昭和 59年(1984年)2月 
昭和 50年(1975年)産業連関表 昭和 54年(1979年)1月 
昭和 45年(1970年)産業連関表 昭和 49年(1974年)1月 
昭和 40年(1965年)産業連関表 昭和 44年(1969年)1月 







表 6-2 延長産業連関表(延長表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 22年(2010年)延長産業連関表 平成 25年(2013年)  3月 
平成 21年(2009年)延長産業連関表 平成 24年(2012年) 3月 
平成 20年(2008年)延長産業連関表 平成 23年(2011年)  3月 
平成 19年(2007年)延長産業連関表 平成 21年(2009年) 12月 
平成 18年(2006年)延長産業連関表 平成 21年(2009年)  3月 
平成 17年(2005年)延長産業連関表 平成 20年(2008年) 10月 
平成 16年(2004年)延長産業連関表 平成 20年(2008年)  6月 
 
表 6-3 簡易延長産業連関表(簡易表)の発行年 
表 名 発行年 
平成 23年(2011年)簡易延長産業連関表 平成 25年(2013年)  3月 
平成 22年(2010年)簡易延長産業連関表 平成 24年(2012年)  3月 
平成 21年(2009年)簡易延長産業連関表 平成 23年(2011年)  3月 
平成 20年(2008年)簡易延長産業連関表 平成 21年(2009年) 12月 
平成 19年(2007年)簡易延長産業連関表 平成 21年(2009年)  3月 
平成 18年(2006年)簡易延長産業連関表 平成 20年(2008年)  2月 
平成 17年(2005年)簡易延長産業連関表 平成 18年(2006年) 12月 
平成 16年(2004年)簡易延長産業連関表 平成 17年(2005年) 11月 
平成 15年(2003年)簡易延長産業連関表 平成 17年(2005年)  1月 
 
本論文2.3で述べた通り，野村 [野村 2007] [野村 2012]は将来の電源構成の変化を踏



















ーバランス表29のみを用いて迅速に LCI 結果を得る方法の提案を目的とする．IO がない







あり，迅速かつ簡易に LCI 結果が得られ，IO を分析の柱とする系列横断型 LCI の方向
性にも合致する．ここに本提案法の意義を見出すことができる． 
本章では発行済みの基本表・延長表・簡易表のいずれかを用い，LCI 法のひとつとし
















                                                   
29 例えば解析対象年が 2012 年の場合は，2005 年基本表，2010 年延長表，2011 年簡易表を基礎とし，エネルギーバ












前項の補完的 IO は基本表が発行された後，将来年について分析するための IO であ




学の KDB(Keio Economic Observatory Data Base)[黒田 1997]，内閣府経済社会総合
研究所の JIP(Japan Industrial Productivity Database)[深尾 2003]，川島らによる
TSIO(Time Series lnput‐Output Tables，以下 TSIO) [川島 2005]などがあげられる．
ここでは比較的最近年である 2000 年までの 30 年間(1970 年～2000 年)を扱っており，
部門分類もエネルギーデータベースとの対応を図り，基本分類構造をほぼ残した 155








せる重み付け RAS 法30[Stone 1962]によって推計する．TSIO による過去年の時系列分析























































X=L(A)・F                               (6.1) 
L(A)={I-(I- )･A}-1 ：レオンチェフの逆行列 




直接エネルギー原単位ベクトルを εとすれば，部門 i の直接エネルギー原単位 εiは，部
門 i の直接エネルギー消費量 eiと国内生産額 xiを用いて次式で表される． 
 
   
  
  






EF= ・L(A)                               (6.3)  
 
(6.3)式と F を用いて，直接･間接のエネルギー消費負荷ベクトル EN は次式で表される
[宍戸 2010]． 
 
     ・L(A)･F                            (6.4) 
 
以上を踏まえ，部門 i に対して変動因子係数 qiが加味された場合のエネルギー消費量

































                            (6.5) 
投入係数行列 A は，投入係数の定義[宍戸 2010]より，X の要素を成分とする対角行
列の逆行列 -1と内生部門行列 S を用いて次式で表される． 
 
A=S・ -1                                       (6.6) 
 
変動因子係数 qi の振る舞いを反映させるために，次のような考え方で競争輸入型モ
デル          
  
型に織り込む．レオンチェフの逆行列 L(A)の中における投入係数
行列 A を QA に置き換えることにより，変動因子係数を含むレオンチェフの逆行列
L(QA)は次式により表現される． 
 












EF= ・L(QA)                                  (6.9) 
EN = ・L(QA)・F                             (6.10) 
L(QA)={ I- (I- )・QA }-1：変動因子係数を含むレオンチェフの逆行列 
 
6.3.4 実装方法と変動因子の反映方法 
 以上の提案法の導出に基づく LCI システムへの実装方法について述べる．導出過程に
おいては,結局 A を QA に置き換えた．このことは既存の LCI 計算プロセスにおいて A





を求めた後, Q との積を計算し,それを新たな A として以後の計算に戻ればよい．すなわ
ち本提案法の実装は極めて容易である． 
次に提案法における変動因子の反映方法について述べる．ここで導出した投入係数へ
の変動因子の反映方法は，費用構成(IO の縦方向)の変動を考慮した Q･A 型であるが，
販路構成(IO の横方向)の変動を考慮した A･Q 型もある．更には，費用と販路の両者を
考慮した Q･A･Q 型も考えられ，主として 3 類型が存在する．その中で Q･A･Q 型は Q･
A または A･Q 型を試みた後に実施すべきステップとして考えたため，今回は適用して
いない．本論文では，Q･A 型を第 1 に適用することを試みている．Q･A 型と A･Q 型は，
変動させる産業連関表の内生部門の構造から結果に大差はないと推察し，本論文では恣































   
                
         



























①提案法：2000 年基本表→提案法推計→2005 年基本表 K との乖離検証 
②延長表：2004 年延長表→2004 年の延長表を用いた提案法推計→2005 年基本表 K と
の乖離検証 
③簡易表：2000 年～2004 年簡易表→2000 年～2004 年の簡易表を用いた提案法による
113 

















   
   
 










     
 
   
                                                                                                                            
                                          
6.4.2.2 全体の傾向 
最初に全体の傾向について評価・検証する．2000 年の基本表に基づいて，変動因子係数




基本表を含んだ 4 つの方法について計算した結果のグラフを図 6-1 に示す．なお，基本





 図 6-1各 IOおよび変動因子係数法を用いたエネルギー消費原単位推計値の比較(44部門
平均値) 
 
上述の 2005 年度 44 部門平均値について，6.4.1 で定めた確定値 K と 3 方法の値につ
いて(6.12)式により相対誤差率を求め比較を行った．相対誤差率を昇順で示すと，延長
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0年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 9 7 4 7 6 11 44
％ 20.5 15.9 9.1 15.9 13.6 25.0 100
順位パターン
件数 44




１年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡 簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 14 2 10 2 7 9 44










2年予測 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥
順位パターン 延＞簡＞変 延＞変＞簡 簡＞延＞変 簡＞変＞延 変＞延＞簡 変＞簡＞延
件数 13 4 10 1 6 10 44




























で相対誤差率が 30%未満に収まる部門は延長表で 33 部門(33/44=75.0%)，変動因子係





































 なお，推計に必要な最終需要 F の求め方について予め記す．発行済の 2010 年延長表，
2011 年簡易表を基礎とし，6.4.1 の(6.11)式による変動因子係数を求めて IO を 2 年分(延
長表)または 1 年分(簡易表)線型補外することにより最終需要 F を求め，その F を用い






































































































[Stone 1962]Richard Stone. A Computable Model of Economic Growth. Pt.1.Programme for 
Growth.Chapman and Hall,104p.1962 
[Suh 2005]S. Suh, G. Huppes. Methods for life cycle inventory of a product． Journal of 
Cleaner Production, 13,687-697.2005 
122 
[Suh 2007]S. Suh, S.Nakamura. Five Years in the Area of Input-Output and Hybrid 
LCA.The International Journal of Life Cycle Assessment, 12,351- 352.2007 
[Wiedmann2011] Thomas O. Wiedmann , Sangwon Suh, Kuishuang Feng , Manfred Lenzen , 
Adolf Acquaye , Kate Scott , and John R. Barrett,Application of Hybrid Life Cycle Approaches 
to Emerging Energy Technologies - The Case of Wind Power in the UK,Environmental science 
& technology 45.13. 5900-5907.2011 
[井出 2003] 井出眞弘. Excel による産業連関分析入門.産能大学出版部，190pp. 2003
年 
[小田 2013]小田秀充・岡島敬一･内山洋司.キュポラと誘導炉の経済性分析と環境LCA
分析．環境科学会誌，26 ，1，22-31. 2013年 
 [川島 2005]川島啓・内山洋司．時系列産業連関表を用いたわが国の CO2排出量の推移
に関する構造分解分析(SDA)．エネルギー・資源，26，3，204-210．2005 年 
[黒田 1997]黒田昌裕,新保一成,野村浩二,小林信行.KEO データベース-産出および資
本・労働投入の測定-.Keio Economic Observatory Monograph Series No.8,pp376.1997
年 











[資源エネ庁 2012] 経済産業省資源エネルギー庁.“エネルギーバランス表”. 総合エネル




[総務省 2012]総務省. “産業連関表”.政府統計の総合窓口. 
http://www.stat.go.jp/data/io/index.htm (参照 2013-2-1) 
[塚本 2005] 塚本忠嗣・小出文隆・内山洋司・湯浅雄一郎・川島啓. "時系列産業連関表
による各種電源のライフサイクル分析." エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス講
演論文集.23. 269-272. 2012年 
123 
[塚本 2008]塚本忠嗣, 小出文隆, 内山洋司, 湯浅雄一郎, 川島啓. "時系列産業連関表に
よる各種電源のライフサイクル分析. エネルギー・資源.29(3).176.2008年 
[野村 2007]野村浩二.多部門一般均衡モデルによる二酸化炭素排出量評価 - 第一約束
期間の限界削減費用と 2030 年展望-.KEO Discussion Paper ,108,pp18.2007 年 
[野村 2012]野村浩二.2030 年における電源構成と CO2 制約―多部門一般均衡モデルに
よる経済評価. 
http://www.kojin.org/papers/Energy_co2_20120509.pdf(参照 2013-1-11) 
[伴 2011]伴金美. "経済モデルによる環境政策の影響評価."環境研究, 161, 135-140.2011
年 
[深尾 2003]深尾京司,宮川努,河井啓希他. "産業別生産性と経済成長--1970-98 年."経済
分析.170.1-446,2003 年 
[溝口 2010]溝口勝哉・内山洋司・岡島敬一・小田秀充. 地域性を考慮した農作物の生
産および輸送に伴うCO2排出量評価.日本LCA学会誌 Vol.6 No.3，217-223. 2010年 


























































































low level of detail)の問題，IOの発行年と分析年の時間的乖離の問題，すなわち“データ























要の問題”への対応として，競争輸入型モデル              
  
型を用いた．また


























輸入型モデル              
  
型を用いた．また“IO 部門が限定されることによ
る詳細度の低さ”(the low level of detail)の問題に対し，プロセス法を導入して既存 IO
部門を分解することにより，地域の個別農産物レベルまで CO2排出量を推計した．その結果，






















IOA の分析上の課題である“IO 部門が限定されることによる詳細度の低さ”(the low 
128 


















以上について，第 3 章，第 4 章でも得られたハイブリッド法による LCI の精度向上に
















































































































第 6章では，IOTs を用いる LCIに関し，“データの鮮度”(data age)の問題に理論的に
対処するための変動因子係数法の構築を行ったが，その検証を更に重ねることにより，
方法論の一層の精緻化を行うことが可能となる．精緻化の第 1 として，IOTs(IOTs: 
















本節では，本研究の 7.1 で示した結論および 7.2 で指摘した問題点等に立脚し，今後の展
望について示す． 
7.3.1データベース整備とソフトウェア開発 















推察される．第 2 章で見たとおり，1990 年代以降，LCI理論は進化を続けてきた．特に 2.4 で
見た LCI の応用分析法であるハイブリッド分析法理論は著しい発展を遂げた．ハイブリッド法
の分析上の有効性は，本論文における環境負荷解析を通しても明らかになった．しかし，内山














する．一国 IO は国内で閉じているが国際産業連関表(以下国際 IO)の構築が進みつつあり，
それを使用した分析も考えられる．国際間の IO の構築は部門の整合化，データ品質の均一
化，データ収集年度の統一化など必ずしも容易ではなく，一国 IO よりも部門数は粗い．しかし
日本・中国国際 IO，日本・韓国国際 IO，日本・インドネシア国際 IOなど整備が進められている
[JETRO2013][宍戸 2010]．以上のような国際 IOがあるが，比較的入手し易い国際 IOは二国
間 IOが多く，至近の複数国による国際 IOはアセアン国際 IO，BRICS国際 IOがある．アジア
国際 IOもあり，櫻井らは 24部門のアジア国際 IOを用いて，1985年・1990年・1995年の貿易
構造の変化や相互依存関係を分析している[櫻井 2002]．既存の二国間 IOや多国間 IOを更
に地理的に拡張し，部門数も増加させた精度の高い IO が必要であり，それを環境負荷分析
に適用していくことが考えられる． 
例えば既に構築された国際 IOをベースに OECD32全加盟国の最新型多国間 IOの構築が
望まれる．今後，順次国際 IO を地理的に拡張・構築していくことにより，それぞれの国単独の
IO と合わせて活用することにより，国外要因の制約のない IOAやハイブリッド法分析が世界レ
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付録 A．産業連関表の 44 部門 
 
 



























延長表 ER(%) 変動因子係数法 ER(%) 簡易表 ER(%)
情報通信業 159.7 再生資源回収・加工処理 392.4 再生資源回収・加工処理 731.2
再生資源回収・加工処理 126.8 情報通信業 167.6 情報通信業 148.6
石炭製品 109.0 化　　　学 114.3 石炭製品 104.0
その他の鉄鋼製品 77.7 精密機械 78.0 非鉄金属製錬・精製 94.7
化　　　学 77.4 石油製品 74.2 化　　　学 78.2
延長表 ER(%) 変動因子係数法 ER(%) 簡易表 ER(%)
食　料　品 1.4 金融・保険業 0.6 食　料　品 0.5
金融・保険業 1.5 食　料　品 0.7 建　設　業 0.8
農林水産業 1.7 不動産業 0.8 パルプ・紙 1.5
水道・廃棄物処理 2.4 建　設　業 1.01 金融・保険業 1.6
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